
第１章 全国、産業別にみた製造業の移り変わり



事業所数、従業者数、出荷額の推移（全産業、昭和３０年～）

－ 事業所数は昭和３０年の水準、出荷額は増加 －

昭和３０年から１０年毎に製造業の事業所数、従業者数及び出荷額の移り変わ

りをみると、事業所数は昭和６０年の７５万事業所を、従業者数は昭和６０年の１１

５４万人をピークに、以降、減少が続いています。平成２０年の事業所数は４４万事

業所、従業者数は８７３万人となりました。ピーク時と比べると、事業所数は▲４０.９

％の減少、従業者数は▲２４.４％の減少となっています。

一方、出荷額は増加傾向にあり、平成２０年には３３８兆円となっています。

事業所数、従業者数及び出荷額の長期推移

（全事業所）

従業者数 出荷額事業所数
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事業所数、従業者数、出荷額の推移（産業３類型別、昭和３０年～）

～事業者数の推移～

－ 事業所数がピーク時の半分以下となった生活関連型産業 －

製造業を産業３類型（注 ）に分けて昭和３０年から１０年毎に事業所数をみると、全

ての年で生活関連型産業の事業所数が最も多くなっています。続いて基礎素材型

産業、加工組立型産業の順となっています。

生活関連型産業の事業所数は、昭和５０年の４５万事業所をピークに減少が続

いており、平成２０年には２０万事業所とピーク時の半分以下となっています。他の

型の事業所数と比べると、昭和３０年では４倍以上、昭和６０年で２倍以上の事業

所数でしたが、平成２０年にはその差は縮小してきています。

産業３類型からみた事業所数の長期推移

（全事業所）

（注）産業３類型は日本標準産業分類を以下のとおり「生活関連型産業」、「基礎素材型産業」、「加

工組立型産業」の３つの型に分類しています。詳細は「長期時系列データ等について」を参

照のこと。
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長期時系列の

産業分類
産業３類型

長期時系列の

産業分類
産業３類型

「食料・飲料」 「木材・木製品」

「繊維・衣服」 「パルプ・紙・紙加工品」

「家具・装備品」 「化学工業」

「印刷・同関連業」 「石油・石炭製品」

「なめし革・同製品」 「プラスチック製品」

「その他」 「ゴム製品」

「窯業・土石製品」

「一般機械」 「鉄鋼業」

「電気機械」 「非鉄金属」

「輸送機械」 「金属製品」

加工組立型産業

生活関連型産業

基礎素材型産業



事業所数、従業者数、出荷額の推移（産業３類型別、昭和３０年～）

～従業者数の推移～

－ 従業者数が最も多いのは生活関連型産業から加工組立型産業へ －

従業者数を産業３類型別にみると、最も多い産業は昭和３０年から昭和５０年ま

で生活関連型産業、昭和６０年より加工組立型産業となっています。

加工組立型産業をみると、昭和６０年の４２８万人をピークに減少が続いていまし

たが、平成２０年には３５９万人と、平成１７年の３４１万人と比べると増加となってい

ます。

産業３類型からみた従業者数の長期推移

（全事業所）
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事業所数、従業者数、出荷額の推移（産業３類型別、昭和３０年～）

～出荷額の推移～

－ 増加している加工組立型産業 －

出荷額を産業３類型別にみると、加工組立型産業はその伸びが３類型の中で最

も大 きくなっています。特 に昭 和 ５０年 から昭 和 ６０年 にかけては、３８兆 円 から

１０６兆円と３倍近くの伸びとなっています。

基礎素材産業は平成２０年に１１７兆円と平成１７年の９９兆円に比べると増加と

なっています。

生活関連型産業は平成２０年に６４兆円と平成７年の８０兆円に比べると減少と

なっています。

産業３類型からみた出荷額の長期推移

（全事業所）

3.4

11.2

42.8

69.8

80.2

60.8
64.4

2.4

10.4

46.7

92.4
95.1

98.7

117.0

1.0

7.8

38.0

106.2

134.2
138.2

156.5

0

20

40

60

80

100

120

140

160

昭和３０年 ４０年 ５０年 ６０年 平成７年 １７年 ２０年

生活関連型産業 基礎素材型産業 加工組立型産業

（兆円）



事業所数、従業者数、出荷額の上位１０産業の変遷（昭和３０年～）

－ 食料・飲料、繊維・衣服から、一般機械、電気機械、輸送機械へ －

昭和３０年から１０年毎に製造業の事業所数、従業者数、出荷額を産業別（注 ）に

みると、昭和３０年と昭和４０年では、事業所数、従業者数、出荷額全てにおいて、

食料・飲料と繊維・衣服が１位と２位を占めています。

一方、平成１７年と２０年の事業所数は１位が一般機械、２位が金属製品と、食

料・飲料や繊維・衣服から変化しています。

従業者数は２位が食料・飲料であるものの、１位は電気機械に変化しています。

出荷額は１位が輸送機械、２位が電気機械に変化しています。

（ 注 ） 各 産 業名 に つ い て は 、 長 期 時 系列 に お け る 産 業 分 類 改訂 の 制 約 に よ り 、 別 途 産業 を 統 合 し

て略称を用いています。詳細は「長期時系列データ等について」を参照のこと。

事業所数上位１０産業の長期推移

（全事業所）

事業所数 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

1位 食料・飲料 繊維・衣服 繊維・衣服 繊維・衣服 繊維・衣服 一般 一般

2位 繊維・衣服 食料・飲料 食料・飲料 金属 金属 金属 金属

3位 木材 木材 金属 一般 一般 食料・飲料 食料・飲料

4位 金属 金属 一般 食料・飲料 食料・飲料 繊維・衣服 繊維・衣服

5位 窯業 一般 木材 印刷 印刷 印刷 印刷

6位 一般 家具 家具 電気 電気 電気 電気

7位 家具 窯業 印刷 家具 家具 家具 家具

8位 印刷 印刷 窯業 木材 窯業 プラ プラ

9位 紙パ 紙パ 電気 窯業 プラ 窯業 窯業

10位 輸送 電気 輸送 プラ 木材 輸送 輸送



従業者数上位１０産業の長期推移

（全事業所）

出荷額上位１０産業の長期推移

（全事業所）

従業者数 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

1位 繊維・衣服 繊維・衣服 繊維・衣服 電気 電気 電気 電気

2位 食料・飲料 食料・飲料 一般 一般 一般 食料・飲料 食料・飲料

3位 一般 一般 電気 繊維・衣服 食料・飲料 一般 一般

4位 木材 電気 食料・飲料 食料・飲料 繊維・衣服 輸送 輸送

5位 化学 輸送 輸送 輸送 輸送 金属 金属

6位 輸送 金属 金属 金属 金属 プラ プラ

7位 窯業 木材 窯業 印刷 印刷 繊維・衣服 繊維・衣服

8位 鉄鋼 化学 鉄鋼 窯業 プラ 印刷 印刷

9位 金属 窯業 印刷 プラ 窯業 化学 化学

10位 印刷 鉄鋼 木材 化学 化学 窯業 窯業

出荷額 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

1位 食料・飲料 食料・飲料 食料・飲料 電気 電気 輸送 輸送

2位 繊維・衣服 繊維・衣服 輸送 輸送 輸送 電気 電気

3位 化学 輸送 一般 食料・飲料 食料・飲料 一般 一般

4位 鉄鋼 化学 鉄鋼 一般 一般 食料・飲料 食料・飲料

5位 輸送 鉄鋼 電気 化学 化学 化学 化学

6位 一般 一般 化学 鉄鋼 金属 鉄鋼 鉄鋼

7位 紙パ 電気 繊維・衣服 金属 鉄鋼 金属 金属

8位 非鉄 金属 石油 石油 印刷 石油 石油

9位 木材 非鉄 金属 繊維・衣服 プラ プラ プラ

10位 電気 紙パ 窯業 印刷 窯業 窯業 非鉄



１事業所当たり従業者数と出荷額の推移（昭和３０年～）

－ １事業所当たり従業者数と出荷額はともに増加 －

昭和３０年から１０年毎に１事業所当たり従業者数の移り変わりをみると、昭和４

０年に１７.８人と昭和３０年に比べて４割の増加となっていますが、昭和５０年には１

５.３人に減少しています。その後は再び増加を続け、平成２０年には１９.７人と最も

高く、平成１７年に比べて８.２％の増加となっています。

１事業所当たり出荷額をみると、昭和３０年から増加を続けて、平成２０年には７

億６３４３万円と最も高くなっています。

１事業所当たり従業者数の長期推移

（全事業所）

１事業所当たり出荷額の長期推移

（全事業所）
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産業別にみた事業所数１位都道府県の変遷

事業所数が１位の都道府県を昭和３０年から１０年毎にみると、昭和３０年から

平成１７年まで東京都、平成２０年は大阪府となっています。

産業別 （ 注 ）にみると、昭和３０年に鉄鋼業で１位の大阪府は、平成２０年には金

属製品、一般機械、プラスチック製品など７産業で１位となっています。

なお、東京都は昭和３０年に金属製品、一般機械、印刷・同関連業など１１産業

で１位でした。

（ 注 ） 各 産 業名 に つ い て は 、 長 期 時 系列 に お け る 産 業 分 類 改訂 の 制 約 に よ り 、 別 途 産業 を 統 合 し

て略 称を 用い てい ます 。（ プラ スチ ック 製品 は昭 和 ４７ 年に 新た な産 業分 類 とし て新 設され

たた め、 昭和 ３０ 年か ら ５０ 年ま では 空欄 とな っ てい ます 。）詳 細は 「長 期 時系 列デ ータ等

について」を参照のこと。

産業別にみた事業所数１位都道府県の変化

（全事業所）

事業所数 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

全産業 大阪

食料・飲料 北海道 静岡 北海道

繊維・衣服

木材 静岡 愛知 静岡 愛知

家具

紙パ

印刷

化学

石油 神奈川 大阪

プラ 東京

ゴム 兵庫 大阪 東京 大阪

皮革

窯業

鉄鋼

非鉄

金属

一般

電気

輸送

大阪

北海道

東京

東京 愛知

東京 大阪 埼玉

東京 大阪

東京

愛知

東京

東京

愛知 岐阜

大阪

東京

東京 大阪

福岡

東京

大阪

東京

静岡

愛知 京都

静岡

東京



産業別にみた従業者数１位都道府県の変遷

従業者数が１位の都道府県をみると、昭和３０年から昭和６０年まで東京都、平

成７年以降は愛知県となっています。

産業別にみると、昭和３０年に繊維・衣服と窯業・土石製品で１位の愛知県は、

平成７年に輸送機械、一般機械、繊維・衣服など８産業で１位に、平成２０年には

輸送機械、一般機械、電気機械など８産業で１位となっています。

なお、東京都は昭和３０年に一般機械、印刷・同関連業、金属製品など１１産業

で１位でした。

産業別にみた従業者数１位都道府県の変化

（全事業所）

従業者数 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

全産業

食料・飲料

繊維・衣服

木材

家具

紙パ

印刷

化学 東京

石油 福岡 千葉 神奈川

プラ 大阪

ゴム

皮革

窯業

鉄鋼 福岡

非鉄

金属

一般 大阪

電気 愛知

輸送 東京

東京

愛知

東京 大阪

東京 愛知

東京 神奈川

東京

愛知

兵庫 愛知

東京 大阪 茨城

大阪

神奈川

愛知

兵庫 愛知

東京 愛知 大阪

大阪 静岡

東京

東京 愛知

東京 北海道

愛知

北海道



産業別にみた出荷額１位都道府県の変遷

出荷額が１位の都道府県をみると、昭和３０年から昭和４０年まで東京都、昭和

５０年は大阪府、昭和６０年以降は愛知県となっています。

産業別にみると、昭和３０年に繊維・衣服、窯業・土石製品、木材・木製品で１位

の愛知県は、昭和６０年に輸送機械、鉄鋼業、繊維・衣服など６産業で１位に、平

成２０年には輸送機械、一般機械、電気機械など８産業で１位となっています。

なお、東京都は昭和３０年に食料・飲料、印刷・同関連業、化学工業など９産業

で、大 阪 府 は昭 和５０年に一 般 機 械 、化 学 工 業 、金 属 工 業 など５産 業 で１位 でし

た。

産業別にみた出荷額１位都道府県の変化

（全事業所）

出荷額 昭和３０年 昭和４０年 昭和５０年 昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年

全産業 大阪

食料・飲料 兵庫

繊維・衣服 大阪

木材 愛知 愛知 静岡

家具 大阪

紙パ

印刷

化学 大阪

石油

プラ

ゴム 兵庫 東京

皮革

窯業

鉄鋼

非鉄

金属

一般

電気

輸送 東京 神奈川

東京 神奈川 愛知

愛知

大阪 茨城

東京 大阪

東京 大阪 愛知

兵庫 愛知

東京

愛知

兵庫 愛知

東京 神奈川 千葉

神奈川 千葉

愛知

北海道

東京 愛知 大阪

静岡

東京

東京 愛知

東京 北海道 静岡

愛知 愛知



主な品目※の出荷額を昭和３０年から１０年毎にみてみました。

電気冷蔵庫と電気洗濯機は昭和３０年から、エアコンは昭和４０年から著しく増

加し、平成７年に電気冷蔵庫は４９６２億円、電気洗濯機は２０２９億円、エアコンは

１兆５１６億円と最も高くなっていますが、平成１７年以降はいずれも減少しています。

これは製品の価格の低下や海外からの製品輸入が増加したことなどによるものと

考えられます。

また、テレビは昭和６０年に白黒テレビとカラーテレビが１兆３４５１億円と最も高く

なっていますが、平成２０年には薄型テレビの１兆３１７５億円に主役を明け渡して

います。自動車は昭和４０年から増加し、平成１７年に１５兆２０５６億円と最も高く

なっています。

※工業統計調査では、「品目編」として、全事業所について、それぞれの事業所の出荷額や加工賃

収 入 額 な ど を 品 目別 に 集 計 し て い ま す 。こ こ で は 、 昭 和 ３ ０ 年 代の 高 度 経 済 成 長 期 に 「 三種 の

神 器 」 と 呼 ば れ た電 気 冷 蔵 庫 、 電 気 洗 濯機 、 テ レ ビ や 、 昭 和 ４ ０年 代 に 「 新 ・ 三 種 の 神 器」 と

呼ばれたエアコンや自動車について取り上げました。

電気冷蔵庫の出荷額の長期推移（全事業所）

電気洗濯機の出荷額の長期推移（全事業所）
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代表的な品目の出荷額の推移



テレビの出荷額の長期推移（全事業所）

エアコンの出荷額の長期推移（全事業所）

自動車の出荷額の長期推移（全事業所）
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